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研究要旨 

 平成 12 年度より非医師による認定遺伝カウンセラーの養成と資格化に関する研究が開始され、

平成 15 年にはわれわれがまとめた遺伝カウンセラーの役割や要件、作成した遺伝カウンセラー

養成カリキュラムを導入した専門課程が大学院修士課程に誕生して教育が開始された。平成 17

年度にはこれらの専門課程を修了した学生を対象に認定遺伝カウンセラー制度によるわが国初

の認定試験を実施する。本研究班では新たな申請を加えると合計８大学となった専門課程の認定

方法および、経過措置としてすでに遺伝カウンセラーとして充分な実力を持っている者の認定試

験受験資格の認定方法、認定試験の運用に関する研究を行った。また、認定遺伝カウンセラーが

現場に投入される日にそなえ、専門課程間における教育相互支援態勢の構築、認定遺伝カウンセ

ラーの職場の確保に関する検討を行った。 

 

A. 研究目的 

 

平成 12 年度から非医師による遺伝カウンセ

ラーの認定に関する研究が開始され、非医師

遺伝カウンセラーの要件と役割、養成カリキ

ュラムの到達目標をまとめた。また、平成 14

年度の本研究班中間報告では、非医師遺伝カ

ウンセラーをわが国の認定遺伝カウンセラー

として資格認定していくための基本的要件が

まとめられた。認定遺伝カウンセラーの養成

は大学院修士課程レベルとされ、わが国にお

いて専門コースの設置数が十分な数に達する

までは研修会等を利用して大学院修士課程と

同等の研修を積んだ者に対する認定制度を残

すが、将来的には制度の一本化が望ましく、

専門コースの設置を急ぐ必要があることが合



意された。平成 15 年春に２ヶ所（医学部）、

平成 16 年に１ヶ所（理学部）の大学院に遺伝

カウンセラー養成を目的とした専門課程が設

置され、教育が開始されている。平成 15 年度

本研究班中間報告では、先に開設した信州大

学と北里大学におけるカリキュラムの進行状

況が報告され、入学希望者には看護以外の幅

広い医療系・非医療系の応募者があること、

本研究班が作成したカリキュラムの到達目標

のレベルが充分に高く、大学院内の教育体制

をしっかりと組むだけでなく、大学院間の相

互協力が必要なことが述べられた。認定遺伝

カウンセラー制度に基づく専門課程の第一回

目の認定を平成 16 年 12 月末日に締め切った

が、申請を行った大学（大学院）はすでに教

育を開始している３大学院を含めて８施設に

及んだ。また、経過措置に関する方針が同中

間報告で発表されて以来、すでに遺伝カウン

セリングに従事したり、海外で資格取得した

学会員からの問い合わせが相次ぎ、経過措置

により認定遺伝カウンセラー資格を取得した

いと望んでいるカウンセラーが少なくないこ

とが判明した。また、本研究班が始まって以

来、継続して検討してきたことであるが、認

定遺伝カウンセラーが働く職場の確保に関し

て、充分な見通しが立っているとは言えず、

この点についてさらなる研究が必要と指摘さ

れている。 

 これからのことから、次の目標をかかげた

上で認定制度の細部を整備した。 

１）認定遺伝カウンセラー制度による

専門課程の認定は大学における専

門課程の位置づけと認知、充分な教

員の確保、実習システムの整備など、

教育環境を慎重に審査したうえ行

う必要があること。 

２）専門課程によらずに資格を取得す

るコースについては経過措置と位

置づけ、教育実績、カウンセリング

実績を充分に審査し、専門課程修了

者と比較して同等以上の実力をも

ったカウンセラーを認定するシス

テムを確立する必要があること。 

３）専門課程の教員を中心とした遺伝

カウンセラー養成専門課程連絡会

議を設置し、単位互換制度や講師の

派遣に関する協力態勢をつくる。 

４）認定遺伝カウンセラーの働く職場

の確保に関する研究 

 

B．研究方法 

 

１．認定遺伝カウンセラー制度による遺伝カ

ウンセラー養成専門課程の認定条件について

は研究協力者の福嶋、高田および分担研究者

がワーキングをおこなって原案および申請書

式を作成し、認定制度委員会（本分担研究班

と同一メンバー）で検討を加えた後に、案と

してまとめる。この案は日本遺伝カウンセリ

ング学会、日本人類遺伝学会理事会の承認を

得た後にインターネットで公示する。 

２．経過措置については、研究協力者の小杉

と富和が認定制度が指定した研修会（遺伝医

学セミナ、家族計画協会研修会、家族制腫瘍

研究会研修会）の単位数（時間数）を標準化

し、経過措置により資格試験を受験できるた



めの必要単位数（時間数）を定め、受講のモ

デル案を作成、その他遺伝カウンセリング実

績の認定方法案をまとめ、１．と同様に学会

で承認を得た後にインターネットで公示する。 

３．遺伝カウンセラー養成専門課程連絡協議

会については、分担研究班でモデル案を作成。 

４．認定遺伝カウンセラーの職場確保につい

ては、従来の議論に加えて、新しい動向であ

る日本人のゲノムプロジェクト研究における

メディカルコーディネーターの養成計画や、

平成 17 年度に施行される個人情報保護法案

の成り行きを視野に入れた上、さらなる検討

を加える。 

 

C．結果 

１．認定遺伝カウンセラー制度による遺伝カ

ウンセラー養成専門課程と認定する条件

は、既に報告した認定規則（案）に従う

が、特に次の項目が新たに加えられた。

（添付資料） 

１）専門課程は教育課程として継続性

が重視されるため、大学院の正式な

コースとして設置されたものでな

くてはならない。 

２）カリキュラムは本分担班が作成し

た到達目標、講義時間を遵守すると

ともに、臨床遺伝専門医の指導資格

を持つ教員が最低１名存在するこ

と（非常勤でも可）。 

３）大学によって、学部講義の単位取得

を認めないなど、大学院生の取得単

位の認定方法に差があるため、適切

な方法で定めた養成課程としての

実質的なカリキュラムを認定委員

会では審査するものとする。 

４）専門課程では180時間を越える実習

時間や充分な演習時間が確保され

ているため、遺伝カウンセリングに

陪席した例数は問わないが、学生各

自に遺伝カウンセリング実習記録

（陪席した例数、内容、指導者名が

わかるログブック）をつけることを

義務づけ、認定試験の受験申請の際

に提出させるものとする。 

５）認定に関する条件は2004年 11月に

インターネットを通じて公示し、申

請期限を 12 月末日とした。認定委

員会で申請書類を審査し、養成課程

として適当と認められた専門課程

に対しては2月末日までに日本遺伝

カウンセリング学会と日本人類遺

伝学会の両理事長名で認定証を交

付する。 

 平成 17 年 2 月現在、専門課程の認定作業を

実施しているが、申請を行なった大学（専門

課程名）は下記の８施設である。 

（申請中の専門課程名） 

 信州大学大学院医学研究科修士課程（医科 

学専攻）、北里大学大学院医療系研究科・医科

学専攻修士課程・遺伝カウンセリング養成プ

ログラム、お茶の水女子大学人間文化研究科

ライフサイエンス専攻・遺伝カウンセリング

コース、京都大学大学院医学研究科社会健康

医学系専攻専門職学位課程、近畿大学大学院

総合理工学研究科・理学専攻・遺伝カウンセ

ラー養成課程、千葉大学大学院医学薬学府医



学系修士課程医科学専攻応用医学コース、川

崎医療福祉大学大学院医療福祉学研究科・保

健看護学専攻修士課程・遺伝カウンセリング

コース、山梨大学大学院医学工学総合教育部

医科学専攻修士課程 

 

６）認定を受けた養成課程を修了した

学生は認定試験の受験資格を得る。

平成 17 年 3 月に認定遺伝カウンセ

ラー制度認定試験要項を発表する

ので、必要書類を揃えて申請し受験

資格を認められれば、平成 17 年 9

月に予定されている認定試験を受

験できるものとする。 

７）認定試験は筆記試験（臨床遺伝専門

医試験と共通の基礎問題と遺伝カ

ウンセラーの選択問題とする）と面

接試験で行う。 

２．経過措置について。 

 本分担研究班は当初から、遺伝カウンセラ

ーの認定資格には大学院修士レベルの教育が

必要と考えて制度化の研究を開始した経過が

ある。しかし、医療現場で強い要望がある遺

伝カウンセラーの需要を満たすだけの大学院

専門課程數がいつになったら揃うか見通しが

たたなかった。また、各種研修会の受講や海

外の専門コースで教育を受け、すでに遺伝カ

ウンセリングの実務を経験している非医師学

会員も少なくなかった。このために、専門課

程によらずとも認定遺伝カウンセラーの資格

を取得可能なコースを設けるべきとの意見が

あった。しかし、遺伝カウンセラーの質の確

保や遺伝カウンセラー制度の国家資格化を視

野に入れると、資格の一本化が望ましいとの

反論も少なくなかった。本分担班では、認定

条件を厳しくすることにより、大学院専門課

程修了者と同等以上の実力を有する者につい

ては認定試験の受験資格を与えてもよいとい

う結論のもとに、認定条件の検討を重ねた。

その結果は添付資料にあげたとおりであるが、

講習会受講時間（分野別に合計 345 時間以上）

と臨床遺伝専門医の指導のもとに行った（ま

たは陪席）50 例以上の遺伝カウンセリング実

績報告書の提出を義務づけた。受講モデルが

添付されているが、必要な受講時間に達する

ためにはおおむね３年以上の時間がかかるこ

とが判明した。さらに遺伝カウンセリング実

績が必要となるが、これだけ過酷な条件をつ

けても学業に専念できる大学院生と同等の実

力を涵養できるか疑問との声もあり、総合的

な判断から、このコースを恒久的あのもので

はなく、経過措置として位置づけ、とりあえ

ず、2010 年（6 年間）までと期限を限って実

施するという意見にまとまった。6 年後に遺

伝医療をめぐる諸情勢を勘案した上で制度を

継続するべきかどうかの判断を行う予定であ

る。本年度に新たに追加決定した項目は次の

とおりである。 

１）専門課程によらず認定試験の受験

資格を取得するコースについては 6

年間の経過措置とする。 

２）認定遺伝カウンセラー制度による

研修コースとしては、遺伝医学セミ

ナ、家族計画協会研修会、家族制腫

瘍研究会研修会の３つを認定する

予定で、それぞれの研修内容につい



て、本研究班が作成した到達目標に

基づいて分野別講義時間数を決定

した。 

３）申請に関わる書式は平成 17 年 3 月

に公表する予定であるが、申請者一

人ひとりを個別に審査する必要が

ある。 

４）認定試験については養成課程修了

者と同等に扱う。 

 

３．養成課程連絡会議の設立 

  

 本分担班 15 年度中間報告で、信州大学と北

里大学における養成課程における教育実態が

報告された。わが国初のコースを既存の大学

院に新設するにあたり、それぞれの大学で大

変な苦労が報告された。また、専任の教員の

確保も容易ではなく、到達目標の実施に独自

の工夫がなされていた。平成 17 年度には新た

に専門課程が設置されるよていであるが、そ

れぞれの大学のノウハウを共有したり、協力

態勢を構築するために連絡会議を定期的に設

けるべきと考えられる。また、養成課程の教

育の質を担保するためにも連絡会議が利用で

きるものと考えられる。平成 17 年の秋をめざ

して第一回目の養成課程連絡会議を開催する

予定で準備を進めている。 

 

４．認定遺伝カウンセラーの活動分野につい

て 

 

 国民皆保険制度を基本としたわが国の医療

制度では医師が行う遺伝カウンセリングです

ら医療行為として一般に認知されているとは

言えない。遺伝カウンセリングの国民健康保

険制度への収載を求めて学会を中心に運動し

てきた経過があるが、遺伝カウンセリングは

必要最低限の医療とは言えないため国民健康

保険の主旨にそぐわないという意見、財源問

題その他いくつかの理由で、遺伝カウンセリ

ングを医療に定着させたいというわれわれの

希望は見送られて来た。遺伝カウンセラーが

非医師の場合、さらに大きな課題があること

は明らかである。医療従事者資格を有さない

心理系や生物系の出身者の認定遺伝カウンセ

ラーを医療施設でどうやって雇用するかきわ

めてむずかしい問題がある。 

 これらの問題について、分担研究班では研

究班発足当時から検討を続けてきた。その結

果、遺伝医療をめぐる環境の変化は当初予想

していなかったほど急速なことから、既存の

医療制度にのみ依存した考え方ではなく、認

定遺伝カウンセラーの新しい活動分野を積極

的に作り出していく必要があるのではないか

との結論に達した。研究分野ではわが国にお

けるゲノム研究プロジェクトで被験者の IC

を取得するためにメディカルコーディネータ

ーと称する職種の養成が開始されたことが注

目されている。これらの研究は近い将来は治

験研究やスクリーニング研究につながると予

想され、その段間では短期に養成されたメデ

ィカルコーディネーターに替わって遺伝カウ

ンセラーがその役を担うべきと考えられる。

平成 16 年度になって一部のベンチャー企業

が遺伝カウンセラーの雇用を打診してきたが、

これも同じ背景と考えられる。 



 研究分野における遺伝カウンセリングの需

要は国のレベルのガイドラインにより高まっ

たが、臨床検査レベルの遺伝子関連検査につ

いては学会のガイドラインレベルでその必要

性が謳われているに過ぎなかった。しかし、

平成 17 年春に施行される個人情報保護法案

関連のガイドラインでは臨床現場で行われる

遺伝子関連検査においても遺伝カウンセリン

グの必要性が記載されることになった。遺伝

カウンセリングは保険診療に加点されなくて

も、それを行わざるを得ない状況が医療現場

に訪れる可能性がある。個人情報の管理、被

験者の人権擁護の立場から遺伝カウンセラー

を現場に投入していく方が国民の理解を得や

すいかも知れない。また、養成課程で人類遺

伝学教育を受けた遺伝カウンセラーは、わが

国の医療従事者教育の現場で不足している人

類遺伝学教育の教員として活躍する道も考え

られる。このような状況の変化から、認定遺

伝カウンセラーの活動が期待される分野には

つぎのようなものがあると考えた。 

１）高度専門医療施設の遺伝専門部門のスタ

ッフとして 

２）病院の遺伝カウンセリング室のスタッフ

として 

３）保健センターなど保健施設のスタッフと

して 

４）遺伝関連研究施設のスタッフとして 

５）遺伝関連企業のスタッフとして 

６）遺伝カウンセラー養成課程の教育者とし

て 

７）医療系教育機関における人類遺伝学教育

の教育者として 

 

D．考察  

 平成 12 年度に認定遺伝カウンセラー制度

に関する研究が開始されて 6 年が経過しよう

としている。当初、わが国の大学院にまだ前

例がない専門課程を創設することが可能かど

うか、大きな疑問であった。しかし、平成 17

年現在、８つの大学が専門課程の認定を受け

るための申請を行っている。専門課程の形態

は医学修士課程を利用したもの、医学系の独

立した大学院に設置されたもの、生物系や社

会福祉系など医育機関以外の大学院に設置さ

れたもの、博士課程を含むものなど、大学に

よって様々である。このほか、平成 17年春に

２ヶ所の看護系大学に遺伝看護の修士課程が

設置される。カリキュラムの整備が難しいた

め、認定遺伝カウンセラー制度による専門課

程としての認定は今回は行われなかったが、

将来は、遺伝専門看護師による認定遺伝カウ

ンセラー資格の取得への道も考慮されるべき

であろう。大学の法人化や大学院機構の改革

など、時代の波が背景にあるとはいえ、遺伝

カウンセラーの養成専門課程を大学院に設置

しようというわれわれの努力は当初の期待を

上回る成果をあげたといえよう。誕生した認

定遺伝カウンセラーが現場で 21 世紀のわが

国の遺伝医療を支える重要なマンパワーに育

つまでには、まだまだ解決すべき問題は多い

が、基本となる制度が完成したことは大きな

一歩であったと考えている。 
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